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第９回社会保障審議会医療部会（21.8.26）各委員の発言要旨 

 

Ⅰ 診療報酬関係 

 

１ ４つの視点、「選択と集中」（全般） 

 

  ① 資料に「平成２２年度改定の基本方針においても同様の構成とすることが考え

られる」とあるが、これが４つの視点のことを指しているのであれば反対。この

視点は、医療費削減の考え方に基づいた平成１８年改定のときの視点だ。「医療

を効率的に提供」というのは医療費を削減するという意味であり、「医療費の配

分の中で効率化余地があると思われる領域の評価のあり方について検討」という

のは財政中立という意味だ。（中川委員） 

② まさかマイナス改定はないだろうが、今までの方針を見直した方がよいのでは

ないか。（水田委員） 

③ ４つの視点だけを見ると当然のように思われるが、18 年の視点は 2,200 億円

シーリングや▲3.16％など医療費を抑制するという考え方のもとで作られたも

のなので、もう一度議論し直すべき。その後に各論の議論をすべき。（西澤委員） 

④ この当然ともいえる基本方針は、安易に変えるべきものではなく、医療サービ

スの提供側がぶれずに常に意識しておくべきものであろう。その上で問題は、具

体的な中身と評価だと思う。（堤委員） 

⑤ 健保組合は、最大で１８００組合ほどがあったが、現在は解散する組合が多く、

１５００組合をきってしまった。２２年度改定ではバランスのとれた選択と集中

といった観点から改定が必要。全体の底上げアップは受け入れられない。（高智

委員） 

⑥ 基本方針の検証についての資料を出していただき、この検証の評価を踏まえた

基本方針にすべきだが、前回に引き続きこの「視点」は必要。２回の改定だけで

は改善できない。これに新たな視点を加えるかどうか。（小島委員） 

⑦ ４つの視点以外に、緊急課題も当然入れるべき。（村上委員） 

  ⑧ 「終末期医療」を含め、後期高齢者医療の診療報酬についても、医療部会で議

論する必要がある。（小島委員） 

  ⑨ 「誰もが安心・納得して、質の高い医療を効率的に受けられる」という文言の

中に、「どこでも」を入れたい。大都市でも中小都市でも地方でも、そのときど

きに必要な医療を受けられるようにすることが重要だ。（竹嶋委員） 

  ⑩ 18 年度に定められた基本方針について、確かにその当時とは情勢は変わって

いるし、国民の意識も変わってきている。これを踏まえて、基本方針をどう変え

ていくか。基本方針の中に目標を設定するという方法もあるだろうし、地域医療

の崩壊を防ぎ、国民に安心、安全な医療を提供するといった視点もあるだろう。

また、医療と介護との連携といった視点が足りない。（部会長代理） 

⑪ 救急医療の体制の確保のためにも後方支援は必要だし、急性増悪した在宅患者
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を救急医療に送らないで済むようにするためにも、訪問看護と併せて在宅医療の

充実が重要。（部会長代理） 

⑫ 提出資料にあるように、医療の質や医療安全の推進、医療の「見える化」のた

めの診療報酬の配分や、医療の均てん化のために、医師不足の地域には係数をか

けるなどの制度も必要であると考える。（海辺委員） 

⑬ １０年２０年後の医療のあるべき将来像を考えるべき。その際には、平成２０

年６月２６日に日本学術会議から要望された「信頼に支えられた医療の実現―医

療を崩壊させないために―」を考慮すべき。（海辺委員） 

⑭ 診療報酬改定の目標を提示しなければならない。改定によって、不採算部門は

採算が取れるようになったのかをまず検証し、採算が取れていても勤務医の過重

労働が解消されない場合は、診療報酬だけではなく、別の対策も講じる必要があ

る。検証の結果をみても、勤務医の労働環境は改善するよりむしろ悪化しており、

個別目標を立て必要な対策を講じないといつまで経っても同じである。（海辺委

員） 

⑮ 基本方針の実施状況で、様々な点数を新設や充実したというが、どれだけ効果

があったのか疑問。医者は増えたのか、奪い合いが起こっているのではないか。

アウトカムが見えない中で、議論を行うことはできるのか。（水田委員） 

  ⑯ 平成２０年度の基本方針への対応状況の資料には、平成２０年度改定によって

取り入れられた各評価の実施状況が記載されているが、むしろ、診療報酬改定が

サービス水準にどう結び付いたのか、治療の結果はどうだったのか、といったア

ウトカム評価が重要である。できれば地域ごとにそれぞれの状況に応じた評価軸

を作れればいいが、なかなかそれは難しいだろう。（堤委員） 

 

２ 救急・産科・小児科医療 

 

① 救急・産科・小児科への対策が指摘されているが、平成１７年度、平成１９年

度の議論の時にも、同じような資料が出ている。３年経ったらそれなりの成果が

出てもよいのではないか。（海辺委員） 

② 「救急・産科・小児科」だけで十分なのか、不採算となっている部門はどこな

のか。どこの診療科も大変なのではないか。（海辺委員） 

  ③ 「救急・産科・小児科だけでよいのか」という意見に賛成。（中川委員） 

  ④ 救急の評価、特に小児の救急の更なる評価が必要。年齢が低いほど、技術に習

熟度が必要で時間もかかる。大人以上にマンパワーが必要。小児救急の受け皿も

必要。（加藤委員） 

  ⑤ ハイリスク分娩の評価があるが、それに付随して新生児にも同様のリスクがあ

る。新生児医療の体制も十分な評価が必要。（加藤委員） 

  ⑥ 小児救急で、医療機関の医師が患者を受け取るために他の医療機関に出向いて

いって、搬送中から医療が行われる事例があるが、この際の出向いていくことの

評価の更なる見直しが必要。さらに、出向く側だけでなく、出向いて受け取った
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側の評価がないため、この評価もされるべき。（加藤委員） 

  ⑦ 小児の在宅医療には看護師の研修が必要であり、そのための評価をすべき。ま

た、在宅医療で用いる医療材料についても、訪問看護療養費などで評価してほし

い。在宅医療の患者を受け入れる医療機関の体制の評価が必要。（加藤委員） 

  ⑧ がん、ＤＰＣ、脳卒中のクリパス、在宅医療、看取り、疼痛緩和などについて

も、小児をきちんと評価してほしい。（加藤委員） 

  ⑨ 子どもの心のケアについては、入院は評価が低い。外来も長時間、夜中まで対

応している病院、診療所が多いので、評価が必要。（加藤委員） 

  ⑩ 日本では１歳から４歳児の死亡率が高いという資料にショックを受けた。問題

点の所在を研究・調査して、何らかの手を打たないといけない。（高智委員） 

 

３ 内科 

・ 外科医不足の話があるが、内科医も不足している。地方では、内科医不足のた

めに病院を閉鎖している。入院料の引き上げが必要。（村上委員） 

 

４ 外科 

  ① 外科医不足は深刻だが、４０代の医師が沢山いるため、３０代の医師が減って

きているのがわかりにくい。一人前になるのに１０年かかると言われており１０

年度が心配であり、修業が長いので希望者が尐ない。（邉見委員） 

  ② 診療報酬点数表を外国人に見せると、安いと驚かれる。特に手術などの技術料

が安すぎる。この状況を解決するには、どういう体制やチームで医療を行うか、

を考えなければいけない。「物より技術、技術よりシステム」という視点が今後

の診療報酬の考え方ではないか。（邉見委員） 

 

 ５ 在宅医療 

① 在宅医療も効率的に提供することが重要。暮らしを支える医療には、訪問看護

のあり方がカギとなる。（齋藤(訓)委員） 

② 在宅歯科医療が重要だが、地域の医療関係者との連携が充分ではなく、認知度

が低いといった課題がある。総合的な取組が必要。また、在宅患者に対する入院

歯科医療の提供体制を十分確保することも重要。地域の受け皿となる医療機関の

評価も必要。（近藤委員） 

 

６ 有床診療所 

① ２年前の改定で、救急・産科・小児科を評価したが、その後方の受け皿となる

べき一般の病院や、有床診、クリニックなどの評価は、財源の問題もありできな

かった。特に有床診療所を活かしていきたい。（竹嶋委員） 

② 国民の病床に対する意識調査では、国民が考える最重点課題は、２００６年で

は救急医療体制の整備であったが、２００８年では高齢者が長期入院する施設と

なっている。（竹嶋委員） 
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